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要   旨 

 

日本学術会議は、国際レベルでのわが国の学術研究の推進における大型計画の重要性に

鑑み、2010年３月、提言『学術の大型施設計画・大規模研究計画―企画・推進策の在り方

とマスタープラン策定について―』（以下、「マスタープラン2010」という。）を公表した。

これは全学術分野にまたがるわが国初の大型計画マスタープランの提示であり、広く学術

分野にインパクトを及ぼすとともに、国際的な学術情報交換の場でも高い評価を得ている。

さらに文部科学省を中心とした施策にも反映されて、マスタープランに掲載された43計画

のうち10計画の一部またはかなりの部分について予算が措置され、2010年度から動き始め

ている。 

 本報告は、「マスタープラン2010」の一年目の小改訂を提示するものである。「マスター

プラン2010」では、マスタープランは３年ごとの改訂を明記するとともに、日本学術会議

としても今回が初めてのマスタープラン作成の試みであるため、分野によっては検討が必

ずしも十分ではない面もあったことを踏まえて、特に１年目で小改訂を行うことをうたっ

ている。加えて、上記のごとく部分的とはいえ少なからぬ計画に予算が措置され本格的に

動き始めたことから、その事情も踏まえた改訂が必要になった。そこで、「マスタープラン

2010」に盛られたマスタープランの目的や「大型施設計画」「大規模研究計画」の性格・リ

ストアップ基準等には変更を加えることなく、同じ基準で新たな調査を行い、107の新規計

画提案が寄せられた。ヒアリングとそれに続く審議の結果、「マスタープラン2010」の43

計画から６計画の実施により、また６計画を新規計画への転換などのため除外した。一方、

分野での検討を踏まえて追加した新規10計画および旧計画からの転換・分化による５計画

を含めて、合計46計画のマスタープランとして提示する。「マスタープラン2011」は、「マ

スタープラン2010」の課題一覧をほぼ踏襲した一覧表と、必要に応じ改訂を加えた個別の

課題説明（各２ページ）から成る。 

 日本学術会議における学術の大型計画マスタープランの策定は、これまで日本全体や世

界を見据えた研究の長期的推進の組織的検討が必ずしも十分ではなかった分野でも大きな

反響を呼び、細分化された分野を超えた大型計画のあり方について、研究者間の議論が広

がっている。マスタープラン策定を受けた科学技術・学術審議会での審議を経てその一部

が予算化されたことと併せ、分野コミュニティにおける長期・大型計画の議論が活性化さ

れたことは非常に重要な成果である。今回の小改訂でその一歩をさらに進めることが出来

たが、今後も３年目の本格改訂をはじめとして日本学術会議を中心とした広範な学術コミ

ュニティにより大型計画マスタープランの真剣な検討と改訂を重ね、さらに優れた、また

実効性のあるマスタープランへと発展させて行かなければならない。それはまた、第21期

日本学術会議の重要な成果の一つである全学術分野の「日本の展望」とも、表裏をなすも

のである。こうした活動を通じ、日本の学術行政に前向きの影響を及ぼしつつ、学術と科

学立国たるわが国の未来に大きな展望を開いて行くことを願うものである。 
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１ 本報告の背景と目的 

(1) 提言「大型施設計画・大規模研究計画マスタープラン」作成の経緯 

わが国における学術の「大型計画」は、最先端の研究を切り開くことを目的とし、科学

者コミュニティが共同で国際レベルの大型施設（付随する装置・設備を含む）を建設・運

用する「大型施設計画」を中心に展開されてきた。これら学術の大型施設計画は、基本的

に分野研究コミュニティの周到な議論と準備、広い合意の上に形成されるボトムアップ型

の計画であり、素粒子・原子核物理学、天文学、宇宙空間科学、核融合科学、地球科学な

どの基礎科学の諸分野において、国際的な協力と競争の下で、大学共同利用機関などが主

体となった建設・共同利用によって推進されてきた。大型施設計画により生み出された成

果は、広く大学の研究水準の向上に寄与しわが国の科学を世界の第一線に押し上げるとと

もに、持続可能な人類社会の構築に必要な技術の革新や産業創出に大きな貢献をなしてき

た。また、広い関連分野の研究や研究基盤の強化および若手研究者・技術者・科学コミュ

ニケーションの人材育成など、大型施設計画が果たしてきた役割は大きい。 

日本学術会議は戦後の早期から共同利用型の研究所の重要性を認識し、多くの申入れや

勧告（例として[1]、[2]など）を発出し、また、大型施設計画の利用とあるべき姿につい

て、広く提言を行ってきた[3-5]。 

しかし、大型施設計画の推進には二つの問題が存在することが、対外報告『基礎科学の

大型計画のあり方と推進について』（2007年）[6]で指摘されている。 

その第一は、国民ならびに科学者コミュニティの理解が得られるような、科学に基づく

透明なアセスメントの強化の必要性である。大型施設計画には、基礎科学分野を中心とし

たボトムアップ型の計画とともに、国策的視点から独立行政法人研究機関を中心に実施さ

れてきた、予算規模がより大きく技術開発色・応用色の強いトップダウン型の計画がある。

トップダウン型計画には多額の予算が投入されてきたが、計画策定や決定のプロセスに科

学者コミュニティが十分に寄与することができず、透明性や科学的視点に基づく評価、適

切な利用体制などが不十分なケースも少なくなかった。また、高い透明性と公開のもとで

立案されるボトムアップ型計画においても、最終的な予算化段階や成果の公開で社会への

説明が十分なされているとはいえない面があった。 

第二の問題点は、大型施設計画を長期的かつ組織的に推進する仕組みの明確化が不十分

なことである。科学的に有用性が高いと評価される各大型施設計画の所要経費、計画期間、

期待される成果などを各学術分野コミュニティにおいて十分検討し合意を得て、それらを

総合的なマスタープランとして明らかにし、政策判断に基づいて適切に実現して行くこと

は、大型施設計画に対する国民の理解を得る上でも必須である。 

一方で、大型施設計画以外にも、分野研究者が一致して要望する重要課題のもとで長期

間にわたって多くの研究者を組織し、長期定点観測や研究を推進したり、大規模なデータ

収集組織やデータベースを構築しその効果的利用を推進するなど、従来にない大きな規模

の計画的研究の展開によって新たな知を創造する「大規模研究計画」の実現も、国際的視

点を加えて緊急の課題となりつつある。日本学術会議は以前より、このような大規模研究

計画の必要性を指摘しており[7]、また、欧州連合（EU）、米国など世界各国ではすでにこ
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のよう大規模研究計画が国際的にも展開されている。わが国においても学術の大型研究の

一環として、そのような「大規模研究計画」の概念を整理・確立し、日本の科学政策にお

ける位置づけを明確にするとともに、大規模研究計画についても大型施設計画と同様、科

学者コミュニティでの合意を踏まえた研究計画、所要経費と運営、計画期間、期待される

成果等についてのプランを提示し、科学的で透明性の高い評価を踏まえてその必要性につ

いて国民の理解を得る必要性があった。 

これらわが国の学術推進上の重大な課題を踏まえ、日本学術会議は2008年10月、科学者

委員会の下に「学術の大型研究計画検討分科会」を設置した。本分科会では、国内・国外

の大型計画の推進に関する状況を検討した上で、現在計画されている大型施設計画および

大規模研究計画の調査、学術の大型施設計画・大規模研究計画のそれぞれのリストアップ

基準（６，７ページ参照）の作成、そしてそれらに基づく要望調査を広く大学・研究機関

を対象として行った。結果として大型施設計画・大規模研究計画のそれぞれに133件、152

件の計画提案が寄せられ、それらに対して分野・分類毎の研究計画に関するヒアリングを

行った。このヒアリングを踏まえ、計画の科学的意義、実現可能性と準備状況、経費・運

営等実行計画の吟味、分野研究者コミュニティの検討・合意状況を始めとする諸要件によ

る各研究計画の評価検討を経て、学術の全分野を網羅する43計画からなる大型施設計画・

大規模研究計画のマスタープランを作成し、提言『学術の大型施設計画・大規模研究計画

―企画・推進策の在り方とマスタープラン策定について―』（以下、「マスタープラン2010」

という。）として、平成22年3月17日に公表した[8]。 

 

(2) 「マスタープラン2010」の内容と社会的効果 

「マスタープラン2010」では、従来の「大型施設計画」に加えて広い学術分野におけ

る「大規模研究計画」を新たに確立し、わが国の学術研究の国際レベルでの長期的飛躍

を図ることを提言するとともに、全学術分野の調査を通して、当面わが国が推進すべき

と考えられる大型施設計画・大規模研究計画のマスタープランを、そのリストとともに

提示した。「マスタープラン2010」の作成を通して、従来から分野コミュニティにおけ

る検討を踏まえて大型施設計画を推進してきた基礎科学の諸分野のみならず、多くの学

術分野で科学者コミュニティとしての将来を見据えた議論が進んだ。特に、人文・社会

科学、生命科学、理学・工学の各分野のいわゆるスモールサイエンスといわれる分野か

らも、長期的、共同的な大規模研究の重要性が提起され検討されていることは、今後の

わが国の多様な学術の発展に大きく資するものである。 

本提言は、その英訳版“Japanese Master Plan of Large Research Projects : A Table 

of 43 Selected Projects”とともにわが国および国際社会に広く発信され、日本の科学

者コミュニティが将来をどのように展望し発展を目指しているかを明瞭に提示した。本

マスタープランは学術の展望についての日本からの初めての総合的発信でもあり、科学

研究の推進、とりわけ大型計画に関する国際共同が世界的に強く模索されている状況の

中で、国内外の学術的な会議において反響を呼び、国内でも広くジャーナリズムや産業

界の関心を呼んでいる。 
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また本マスタープラン2010の発出は、わが国の学術研究者の公的代表機関である日

本学術会議が科学的基準に基づく透明かつ総合的なプランを初めて策定公開したことに

より、真に国民ならびに社会に必要とされる大型計画の実施に向けて大きく寄与するこ

ととなった。とりわけ、文部科学省の科学技術学術審議会においては日本学術会議から

の発信を受けてその具体的な審議を行い、特にスケジュール的に緊急と考えられる18

計画を抽出して政策的に進めるロードマップを策定し [9]、2010年度からの文部科学省

「最先端研究基盤事業補助対象事業」等に反映された。その結果、マスタープラン中の

10計画に対し一部または大部分の予算化が決定され、2010年度より実際に動き出してい

る。これは日本学術会議と政策省庁との極めて効果的な協力の成果であり、今後も一層

密接な協力関係が築かれることが望ましい。 

 しかし同時に、マスタープランを実施に移して行くための評価と選定のプロセスのさ

らなる検討、ボトムアップ型計画と国策的トップダウン型計画の将来に向けた協調と総

合化の検討など、大型施設計画・大規模研究計画に共通する重要な今後の課題が残され

ている。 

 

 (3) マスタープラン小改訂の必要性と方針 

このように「マスタープラン2010」に盛られたマスタープランは、内外の科学者コミ

ュニティならびに学術の推進体制、及び今後の発展にも大きな影響を及ぼした。 

なお「マスタープラン2010」には、「大型計画（大型施設計画ならびに大規模研究計

画を指す。）のマスタープランは国際情勢、学術環境、社会的要請などにより俯瞰的な

視点からその科学的意義・妥当性・必要性を継続的に評価・検討し、適切な選定プロセ

スにより定期的に策定しなおす必要がある」と述べられている。「マスタープラン2010」

は全分野を網羅した科学者コミュニティによる大型計画マスタープランのわが国初の策

定であり、分野によっては十分な検討ができなかったとの意見もある。実際これを契機

として、各分野の科学者コミュニティでは議論と検討が活発化し、継続している。さら

に大型計画の推進・総合化に向けた方策検討のため、本分科会においても引き続きマス

タープランのあり方について審議を行い、またフォローアップを進めるべきである。こ

れらの実情を勘案し、本分科会は初回の今回のみ、１年目の小規模な改訂を行い、３年

目毎を目途として本格的な改訂を行う方針を定めた。本報告『学術の大型施設計画・大

規模研究計画マスタープラン2011年」は、「マスタープラン2010」で公表したマスタ

ープラン43計画を上記の事情を踏まえて再検討するものであり、「１年目の小改訂」に

あたる。 

本報告で公表する小改訂の主旨は、主に次の二点である。 

第一点は、既に述べた「提言」の方針に沿い、特に大型計画の組織的検討が前回十分

間に合わなかった分野を中心として、新たな大型計画の要求や準備状況等を把握した上

で「マスタープラン2010」の計画の一部見直し、またマスタープラン掲載に適切と評価

される新規計画の追加や既存計画の修正等を行うことである。その際には、「本分科会

でのマスタープラン作成は、各計画を純粋に科学的視点に立って評価し、妥当性・必要
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性の検討を行うもので優先順位を付けるものではない」との分科会方針を引き続き堅持

する。また、「マスタープラン2010」における初回のリストアップで用いられた大型施

設計画・大規模研究計画の「リストアップ基準」をそのまま踏襲することはもちろん、

分野の大きな変更等も行わないこととした。 

第二点目は、「マスタープラン2010」のマスタープランに盛られた43計画のうち10

計画について、文部科学省「最先端研究基盤整備事業」などによる予算措置が2010年度

より何らかの形で行われ、結果としてかなりの計画が実施に移され、ないしは一部計画

変更が必要になったことである。マスタープランは、計画の予算化がまだ行われていな

いものを基本的に対象としているので、相当規模の予算化がされた計画についてはプラ

ンから外すのが適当である。したがって、1年目ではあるが「マスタープラン2010」に

一定程度の変更を加える必要が生じた。 

なお、新たな計画の必要性や、各学術分野コミュニティでの議論・検討の進展もある

ものの、策定１年目の小改訂であることを踏まえ、研究計画数の大幅な増加は想定しな

いこととした。また、「計画を実施する主体組織が明確で、かつ責任を果たす用意があ

ること」、「推進体制が妥当であり透明性が確保されていること」との大型計画のリス

トアップ基準を遵守していることがより明確となるよう、本小改訂よりマスタープラン

一覧表に実施主体機関名と提案責任者名を記載することにした。 
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２ 「マスタープラン2011」における小改訂の実施 

 

(1) 調査 

日本学術会議のマスタープラン作成は、分野コミュニティの合意に基づいて提案され

た優れた大型計画を純粋に科学的視点に立って評価し、妥当性・必要性の検討・評価を

行うことであり、予算に関わる順位付けを行うものではない。そのことを明確にしつつ、

かつ大型施設計画・大規模研究計画それぞれのリストアップ基準は前回（「マスタープラ

ン2010」で公表したマスタープラン選定のための第１回・第２回調査）を踏襲すること

を前提として、今回の小改訂のための第３回調査を行った。調査対象は前回同様、研究

所を持つ大学、および国公立・独立行政法人・大学共同利用機関法人の研究機関である。

調査内容としては、①大型施設計画（建設費総額が数十億円以上の施設の建設・共同利

用を行う科学の最先端を切り開く大型研究施設の計画）、②大規模研究計画（大規模な研

究基盤設備の設置、研究ネットワークの構築あるいは膨大な研究データの集積など、多

数の研究者を長期的に組織した大分野の根幹となる総額が数十億円以上の大型計画）に

相当する計画で、それぞれのリストアップ基準に達しているものが対象である。その結

果、双方合わせて107件の新規計画が提案された。 

 

(2) ヒアリング 

これを受けて本分科会は、既存の43計画、新規107計画ともにヒアリングを実施し、

分野ごとの総合的・俯瞰的状況を分科会として十分に共有できるようにした。ただし新

規計画については、リストアップ基準を遵守し、この基準に基づいてヒアリングすべき

候補計画を精選した。またヒアリングの説明者は、可能な限り当該計画と直接の利害関

係を持たず、かつ俯瞰的に広い分野を見わたすことができる日本学術会議内外の研究者

に依頼した。各説明者はそれぞれ若干数の計画（既存43計画も含む）について、レビュ

ーを行った。内容については、分野の全般的動向（国際状況を含む）と現況分野の各大

型計画の概要、科学目標、意義、実現可能性、国際協力、コミュニティ合意状況・準備

状況等を、当事者の利益代表ではなく関連有識者の立場からの大局的かつ高所的説明を

行うものであった。 

 

(3) 分野名の見直し 

小改訂においては、前回と同様に７分野を想定し、分類の基準とした。ただし、「情

報インフラストラクチャー」に関しては、日本学術会議情報学委員会における検討を受

けて審議した結果、今回は分野名を「情報学」に改訂した。今回の小改訂に含まれる各

分野は、以下のとおりである。 

 (1) 人文・社会科学 

(2) 生命科学 

(3) エネルギー・環境・地球科学 

(4) 物質・分析科学 
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(5) 物理科学・工学 

(6) 宇宙空間科学 

(7) 情報学 

 

(4) 選定結果 

ヒアリングには合計33名の各分野を代表する研究者にご協力頂き、既存計画もすべて

含む慎 

重な議論を行った。それに続く審議の結果、「マスタープラン 2010」の 43 計画からは、

最先端研究基盤事業の予算化等で計画がスタートした６計画を今回除外した。また同じ

く43計画のうち６計画は、分化等により新規計画に転換することとした。一方、人文・

社会科学、生命科学、エネルギー・地球・環境科学、情報科学などの分野での検討を踏

まえ、新規計画の中から10計画、また旧計画から分化・分割により提案された５計画を、

新たに含めることとした。結果として、旧43計画の12計画に替えて、15計画を新規に

加えることで、合計46計画のマスタープランとして提示するものである。以上の変更を

＜参考資料４＞にまとめる。 

なお「マスタープラン2011」の分野別計画数は以下の通りである（前回→今回）。 

 

(1) 人文・社会科学分野： 3計画 →  4計画 

(2) 生命科学分野： 11計画 → 14計画 

(3) エネルギー・環境・地球科学分野： 8計画 →  9計画 

(4) 物質・分析科学分野： 4計画 →  4計画 

(5) 物理科学・工学分野： 11計画 →  9計画 

(6) 宇宙空間科学分野： 4計画 →  3計画 

(7) 情報学分野： 2計画 →  3計画 

合計： 43計画 → 46計画 
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３ 学術の大型施設計画・大規模研究計画のリストアップ基準  

 

本分科会における大型施設計画および大規模研究計画の取りまとめに際しては、「マスタ

ープラン2010」における基準を遵守し、以下の各項目を基本的にクリアしていることをリ

ストアップの要件とすることにした。リストアップに際しては、わが国の科学者コミュニ

ティの状況をもとに、ESFRI[10]やDOE[11]による分野分類も参考として７つの分野に分け、

分野間のバランスにも留意した。経費基準については、大型施設計画は施設建設費総額百

億円以上(分野によっては数十億円も対象)とし、大規模研究計画は初期投資および運営費

等の経費を含め、総額数十億円以上の経費を必要とする計画とした。以下に、大型施設計

画と大規模研究計画のリストアップ基準を記す。 

 

(1) 学術の大型施設計画リストアップ基準 

①  定義：  

大型の研究施設・設備を建設･運用することで科学の最先端を切り開く研究計画。 

②  予算：  

運営費を除く建設費総額がメドとして百億円（物質科学など分野によっては、数

十億円）を超える規模の計画であること。 

③  科学的目標： 

  明確な科学目標により、真理を探究し人類の知的資産を拡大する計画であること。 

④  国際的水準・国際連携： 

  世界状況に照らし十分な先進性と独自性を持ち、効果的国際連携が可能であるこ

と。 

⑤  研究者コミュニティの合意： 

  研究者コミュニティの十分な検討と議論を経て合意が形成された計画であるこ

と。 

⑥  計画の実施主体： 

  計画を実施する主体組織が明確であり、かつ責任を果たす用意があること。 

⑦  共同利用体制： 

  完成後、共同利用運用などコミュニティによる効果的利用が期待できること。 

⑧  計画の妥当性・透明性： 

  全体として実現性・計画性・推進体制が妥当であり、透明性が確保されているこ

と。 

 

(2) 学術の大規模研究計画リストアップ基準 

① 定義： 

大分野の根幹となる大型計画であり、大規模な研究基盤設備の設置、研究ネット

ワークの構築あるいは膨大な研究データの集積を行い、これらを運用することで

科学の最先端を切り開く研究計画であること。 
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② 予算： 

初期投資および運営費等の経費を含め、総額数十億円以上の経費を必要とし、科

学研究費補助金等では実施が困難な研究計画であること。なお、分野により必要

とする予算規模は異なるので、上記の総額は一つの目安と考えて良い。 

③ 科学的目標： 

明確な科学目標により、真理を探究し人類の知的資産を拡大する研究計画である

こと。 

④ 国際的水準： 

世界状況に照らして十分な先進性と独自性を持ち、わが国として推進すべき研究

計画であること。 

⑤ 研究者コミュニティの合意： 

研究者コミュニティの十分な検討と議論を経て合意が形成された研究計画であ

ること。 

⑥ 計画の実施主体： 

計画を実施・推進する主体組織の体制が明確であり、かつ責任を果たす用意があ

ること。 

⑦ 共同利用体制： 

完成後、共同利用・運用などコミュニティによる効果的利用が期待できること。 

⑧ 計画の妥当性・透明性： 

全体として実現性・計画性・推進体制が妥当であり、透明性が確保されているこ

と。 
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４ 結語 

 

本報告では、提言『学術の大型施設計画・大規模研究計画―企画・推進策の在り方とマ

スタープラン策定について―』（2010年３月）[8]におけるマスタープランの小改訂を行

った結果を、「学術の大型施設計画・大規模研究計画マスタープラン2011 課題別一覧」

としてまとめた（資料１）。また、それらの計画ごと各２ページの具体的説明を、「同 課

題説明」に取りまとめた（資料２）。加えて、「マスタープラン2011」の課題別一覧に関

しては、英語版も別途作成中である。 

日本学術会議における学術の大型計画マスタープランの策定は、これまで日本全体や国

際間での研究の長期的推進の組織的検討が必ずしも十分ではなかった分野でも大きな反響

を呼び、細分化された分野を超えた大型計画のあり方について、研究者コミュニティおよ

び研究者間での議論が広がっている。マスタープラン策定を受けた科学技術・学術審議会

での審議を経てその一部が2010年度に予算化されたことと併せ、研究者コミュニティに

おける学術の大型計画の議論の活性化は、マスタープラン策定の重要な成果である。 

この大型施設計画・大規模研究計画のマスタープランは、第21期学術会議の重要な成果

の一つである全学術分野の「日本の展望」[12-14]とともに、日本の科学者コミュニティが

将来をどのように展望し、発展の道を探っているかについて広く日本と国際社会に発信す

るものである。マスタープランは、国際情勢、学術環境、社会的要請などにより俯瞰的な

視点からその科学的意義・妥当性・必要性を継続的に評価・検討し、適切な選定プロセス

により定期的に策定し直す必要があることから、今回の１年目の小改訂に続き、３年目に

本格改定を予定している。日本学術会議を中心とした広範な研究者コミュニティによる大

型計画マスタープランの真剣な検討と改訂を重ね、さらに優れた、また実効性のあるマス

タープランへと発展させて行かなければならない。 

今回小改訂したマスタープランが、日本の学術政策・施策の作成および学術行政を進め

る上で、学術の計画的・総合的推進や国際的共同への対応などの面で有効な指針となり、

科学技術創造立国たるわが国の未来と学術に大きな展望を開いて行くことを願うものであ

る。 
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